
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）
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1 ○ D-1 道路新設改良事業 浅生原地区 町 　新市街地や新駅・国道6号等の拠点を結ぶアクセス道路の測量設計を行う。 0.6 36,500 36,500 29,200

2 ○ D-1-①
ＪＲ駅への直行バス運行事

業

(仮設)坂元駅～
(仮設)山下駅～

亘理駅
町 　JR駅への直行バスの運行により、町民の足の確保を図るため、運行及び調査業務を行う。 0.8 38,840 38,840 31,072

3 ○ D-1-② 町民バス運行事業
各仮設住
宅沿線他

町
　各仮設住宅沿線等を迂回し、被災者の日常生活に必要な交通手段を確保するため、運行及び調査業務
を行う。

0.8 33,150 33,150 26,520

4 ○ D-4
災害公営住宅整備事業

（山下地区）
新山下駅周辺 町 　災害公営住宅の測量設計等を行う。 0.75 1,913,080 1,913,080 1,673,945

5 ○ D-4-2
災害公営住宅整備事業

（宮城病院地区）
宮城病院周辺 町 　災害公営住宅の測量設計等を行う。 0.75 223,360 223,360 195,440

6 ○ D-4-3
災害公営住宅整備事業

（坂元地区）
新坂元駅周辺 町 　災害公営住宅の測量設計等を行う。 0.75 463,560 463,560 405,615

7 ○ ◆D-4-①
災害公営住宅駐車場
整備事業（山下地区）

新山下駅周辺 町 　災害公営住宅の駐車場整備工事を行う。 0.8 30,000 30,000 24,000

8 ○ ◆D-4-②
災害公営住宅駐車場整
備事業（坂元地区）

新坂元駅周辺 町 　災害公営住宅の駐車場整備工事を行う。 0.8 12,000 12,000 9,600

9 ○ Ｄ-13
がけ地近接等危険住宅

移転事業
牛橋地区他 町 　土地購入・住宅建設購入の借入金利子相当額等を助成する。 0.5 1,278,000 1,278,000 958,500

10 ○ D-17-3
都市再生事業計画案作
成事業（山下地区）

新山下駅周辺 町 　新市街地造成のための基本計画を作成する。 0.5 101,500 101,500 76,125

11 ○ D-17-4
都市再生事業計画案作
成事業（坂元地区）

新坂元駅周辺 町 　新市街地造成のための基本計画を作成する。 0.5 14,000 14,000 10,500

12 ○
◆D-17-
①

鉄道整備に伴う特定環境影
響評価事業

町地区他 町 　鉄道整備に伴い、特定環境影響評価手続きに必要な評価書の作成を行う。 0.8 30,000 30,000 24,000

13 ○ D-20
都市防災推進事業

（浅生原地区における復興ま
ちづくり総合支援事業）

浅生原地区
他

町
　「災害に強く安心、安全に暮らせるまちづくり」を目指し、復興のための公共施設整備の測量設計等を行
う。

0.5 58,000 58,000 43,500

14 ○
◆D-20-
①

防災緑地整備計画事業
防災緑地
ゾーン

町 　防災緑地整備のための基本計画を作成する。 0.8 124,000 124,000 99,200

15 ○ D-23 防災集団移転促進事業
新山下駅周辺
宮城病院周辺
新坂元駅周辺

町 　移転先の住宅団地の整備のための基本調査及び開発事業計画等を策定する。 0.5 90,600 90,600 67,950

16 ○
◆D-23-
①

災害対策用臨時FM放
送局整備事業

浅生原地区
他

町 　被災者復興や支援等に関する情報を提供するため、臨時FM放送局を整備する。 0.8 15,000 15,000 12,000

合計額 4,461,590 4,461,590 3,687,167 0 0
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（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。


